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ミャンマーの観光産業の現状と発展可能性

ミヤッカラヤ

Ⅰ はじめに

いまミャンマー連邦共和国（以下，ミャンマー）が「アジア最後のフロンティア」とし

て世界の注目を集めている。その大きな理由として，①２３年間続いた軍事政権から２０１１年

３月に民政に移管したこと，しかもテインセイン大統領が率いる新政権下で政治・経済改

革が急速に進んでいること，②新政権が次々に打ち出している民主化に向けた改革１）を欧

米諸国が高く評価し，同国に対する経済制裁を解除する動きが活発化していること，③野

党指導者のアウンサンスーチー氏との協力を進めていること等を挙げることができる。

ミャンマーはインドと ASEANの中央に位置するという地理的優位性，豊富な天然資

源２），安価な労働コストの生産拠点，人口約６，０００万人を抱える潜在的な巨大消費マーケッ

トとしての将来性等から様々な分野において投資ブームが熱を帯びており，国内は急速に

発展を遂げている。観光産業分野も例外ではない。ミャンマーは自然観光資源と人文観光

資源に恵まれており，近年の政府によるそれらの動きが同国の観光産業に恩恵をもたらし

ている。

ミャンマーの宗教，政治，経済，歴史，農業等様々な分野においては，これまでにも観

察や調査に基づいて，多くの業績が重ねられてきた。経済に関しては，藤田（２００５），工

藤（２０１０），叶（２０１２）らによるものがあるが，観光経済に関する研究は，筆者の知見の

限りではほとんど見られない。最近では，エコ・ツーリズムの見地から中嶋（２０１１）がバ

ガンを対象に植林エコツアーを事例に地域開発の可能性と国際 NGOの役割について考察

しているが，前政権における観光の一部として触れる程度であった（中嶋［２０１１］，６１－６７

頁）。

筆者は２００６年から２０１２年まで「ミャンマーにおける仏教の役割に関する研究」を行って

きた。また，２０１２年８月３０日から９月１２日までの１３泊１４日間ミャンマーに滞在し，観光産

業に関する参与観察や聞き取り調査を行った。

本稿はその成果を踏まえつつ，同国の政治・経済・産業・金融等の状況変化と課題を概

観し，観光の実態を明らかにし，今後の観光産業における発展可能性を考察することを主

な目的とする。
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国名 ミャンマー連邦共和国（Republic of the Union of Myanmar）
人口 ※ ６，０６２万人（ASEAN 総人口の約１０％）

首都 ネーピードー

主要都市 ヤンゴン市、マンダレー市

政治体制 大統領制、共和制

国会 二院制

元首 テインセイン大統領（２０１１年３月３０日就任・任期５年）

通貨 チャット（Kyat）
総面積 ６８０，０００km２

気候 暑季（２月～５月）、雨季（６月～９月）、冬季（１０月～１月）

主要産業 農業

主要輸出品目 天然ガス、豆類、宝石（ひすい）、木材

主要な輸出相手 中国、タイ、インド、香港、シンガポール

主要輸入品目 機械部品、金属・工業製品、石油（主にディーゼル油）

主要な輸入相手 中国、シンガポール、タイ、日本

ビザ 必要（２８日有効）、旅券は残存有効期間入国時３ヶ月以上

出典：※ アジア開発銀行（２０１１年度）より作成

ところで，ミャンマーの観光産業の現状を把握するためには，ミャンマーの歴史や文化

を知り，現在の状況を生むに至った過程を振り返ってみることが必要である。そのため，

本稿では，まず，ミャンマーの社会的・政治的・経済的概況について述べる。次に，ミャ

ンマーにおける観光産業の現状や政府の政策，観光資源について概説する。続いて，観光

産業の経済効果および問題点を分析し，観光産業における今後の可能性を示す。

調査方法としては，現地に一時的に滞在する参与観察，資料収集，関係者へのインタビ

ューによる質的データを主に用いる。情報収集方法は，現地の旅行代理店，日本語学校，

ミャンマーのホテル観光省（Ministry of Hotels and Tourism）を訪ね，関係者と会う機会

を得て，細かな情報を集めた。さらに外国人旅行者が良く訪れる仏教施設，市場でも観察

を行い，インタビューを行った。なお，本稿で扱う軍事政権とは，１９８８年に成立した国家

法秩序回復評議会（State Law and Order Restoration Council：以下，「SLORC」），さらに

１９９７年に組織改正が行われた国家平和発展評議会（State Peace and Development Council：

以下，「SPDC」）を指す。この２つの政権の実態は大きく変わらないことを踏まえ，呼称

が煩雑になることを避けるため，以下では調査時点での呼称である SPDC政権のみを記

す。

Ⅱ ミャンマーの概要

１ ミャンマーの基本データ

表１はミャンマーの基本データを示すものである。

表１ ミャンマーの基本データ
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２ ミャンマーの社会的情況

ミャンマーは，中国，東南アジアと南西アジアの結節点に位置する。北に中国（雲南省），

東にタイ，ラオス，西にバングラデシュ，北西にインドという国々と総延長５，８７６Kmに

およぶ国境線で接している。東南アジアの大陸部に位置する国としては最大の国土面積約

６８万 km２（日本の約１．８倍，タイの約１．３倍）を有しているが，経済発展の面では近隣の諸

国と比べて，遅れをとっている。

ミャンマーは国名からも明らかなように，連邦制を採用している。主な民族だけでもビ

ルマ族（６７．６％），シャン族（９．３％），カレン族（６．７％），ヤカイン族（４．３％），中国系

（３％），モン族（２．６％），インド系（２％）があり，その他にチン族，カチン族，カヤ

ー族などがそれぞれの州を持ち，各地で民族文化の一端を垣間見ることができる。ミャン

マーは７つの地域３），７つの州，５つの自治区と１つの自治管区から構成される。地域はミャ

ンマーの中央部分を占め，主にビルマ族が居住しており，治安も比較的良好である。一方，

州はバングラデシュ・インド・中国・ラオス・タイなどと国境に接し，少数民族が多く居

住している。ミャンマーは１３５の民族から構成されているため，文化的多様性が存在して

いる。宗教については，総人口の８９．２％を仏教徒が占め，その他にキリスト徒が５％，イ

スラム教が３．８％，アニミズムが１．２％，ヒンズー教が０．５％，その他となっている４）。人口

の過半数を仏教徒が占めているが，実際に大衆に広く信仰されているミャンマーの仏教は

「ナッ（nat）」と呼ばれる仏教以前の土着の多様な精霊や神々への信仰と習合し，占星術
や占いをも含むような形態のものである。

仏教は多数派民族であるビルマ族をはじめ，東部のシャン族，西部のアラカン族，南部

のモン族にも信仰されている。キリスト教は，ミャンマー北部の民族カチン族，西部のチ

ン族，ナガ族の間で信仰されている。また，南部と東部の民族カレン族，カヤー族の間で

も広く信仰されているが，カレン族，カヤー族の多くは上座部仏教徒であるが，伝統的な

土着宗教を信仰している人々も存在する。ヒンズー教は主に大都市部や中南部に集中して

居住するインド系が信仰している。イスラム教は，バングラデシュとの地理的な関係から，

ラカイン州で広く信仰されており，エーヤワディー地域では，ビルマ族の一部，インド系，

ベンガル系住民の主要な宗教となっている。民族的少数者である中国系は，伝統的な中国

の宗教を一般に信仰している。

３ ミャンマーの政治的情況

国名は，１９４８年から１９７４年までビルマ連邦（Union of Burma），１９７４年から１９８８年までは

ビルマ連邦社会主義共和国（Socialist Republic of the Union of Burma），１９８８年から１９８９



ミヤッカラヤ：ミャンマーの観光産業の現状と発展可能性

日本経済大学大学院紀要２０１３年，Vol.1,No.1

－ 218－

年までは再びビルマ連邦であった。１９８９年６月１８日に軍事政権は，ビルマ連邦（Union of

Burma）からミャンマー連邦（Union of Myanmar），さらに２０１１年３月３１日に新政権がミ

ャンマー連邦からミャンマー連邦共和国（Republic of the Union of Myanmar）に改称し

ている。

ミャンマーでは，１８２４年の第一次英緬戦争，１８５２年の第二次英緬戦争，１８８５年の第三次英

緬戦争の結果，コンバウン王朝が滅亡し，１８８６年にはミャンマー全土が英領インドに併合

された。第二次大戦後の１９４８年１月にイギリスから完全独立し，その後ウ・ヌ（U Nu：

１９０７－１９９５）首相率いる「反ファシスト人民自由連盟（Anti−Fascist People’s Freedom

League: AFPFL）」が多数党として政権を担当していた。

しかし，１９５８年に同連盟には内紛により分裂し政情が不安定となったため，ネウイン（Ne

Win：１９１１－２００２）司令官率いる国軍は，１９６２年３月２日にクーデターにより政権を掌握

した。

その後，ネウインは社会主義の原則に基づいた独裁体制を採用し，ビルマ社会主義計画

党（Burma Socialist Program Party：以下，「BSPP」）を結成し，同党の一党支配の下，社

会主義経済政策を進めた。この閉鎖的なビルマ式社会主義は，長期にわたる経済停滞をも

たらした。国営化した企業・事業部門の経営は非効率的であり，生産は停滞し，各種の国

家統制は国民の生産意欲を減退させた。その結果，１９８７年１２月には国連より後発開発途上

国（Least Developed Countries : LLDC）の認定を受けるに至ったのである。１９８０年代後

半になって，長年の物不足と物価高といった経済困難，一党支配等に対する国民の不満が

高まり，１９８８年６月以降ネウイン政権の退陣を求める全国的規模の民主化要求運動へと繋

がった。それにより２６年間続いた社会主義政権は崩壊し，ソーマウン（Saw Maung：１９２８

－１９９７）司令官率いる国軍が１９８８年９月１８日に，政権を掌握した。国軍はクーデター直後，

軍事政権の国家法律秩序回復評議（SLORC）を設立し，ソーマウン司令官を議長とする

新政府を樹立した。

SLORCは１９９７年１１月に国家平和発展協議会（SPDC）に改組された。同政権は，２００５年

１１月７日に中部の都市ピンマナー市近郊のネーピードーに首都移転することを発表し，現

在では首都としての機能を果たしている。さらに，２０１０年１１月に２０年ぶりに総選挙を終

え，２０１１年３月３０日に新政権が発足した。新政権では，テインセイン首相が大統領に就任

した。

外交関係の面では，１９４８年１月に独立したミャンマーは，同年４月に国連，１９９７年７月に

東南アジア諸国連合（Association of South East Asian Nations:ASEAN），同年１２月に東南

・南アジア経済協力閣僚会議（Bay of Bengal Initiative for Multi Sectoral Technical and

Economic Cooperation :BIMST−EC）に加盟している。
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５ 新外資法修正の主要論点に関しては，DIAMONDonline２０１２年１１月８日付，杉田浩一文が参考になる。
６ 叶芳和（２０１２年１１月）「ミャンマー新外資法の成立が就学率を高める」『みんかぶマガジン』http://money.minkabu.jp／３６４１２ ２０１２年２月１日アクセ
ス
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表２ 一人当たりの実質GDPの推移（２００９～２０１２）

２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

GDP（米ドル） ５８７ ７４２ ８２４ ８４９

GDP成長率 ５．１％ ５．３％ ５．５％ ６．２％

出典：IMFより筆者作成

４ ミャンマーの経済的情況

ミャンマーは，アセアン全体の１５％程度を占める広大な国土を有しており，農業に適し

た気候や耕地が存在するため，農業に重点が置かれた政策が取られてきた。

独立後のミャンマー経済は，ウ・ヌ政権下における市場経済体制の時期（１９４８年～１９６２

年），ネウイン政権下における「ビルマ式社会主義」の時期（１９６２年～１９８８年），軍事政権

下における市場経済への移行期（１９８８年～２０１１年３月），現政権下における市場経済の４

つに大きく区分することができる。ここでは，現政権下におけるミャンマーの経済状況の

みを述べる。

テインセイン政権は，２０１１年１０月に民間銀行に外国為替業務への参入を認め，２０１２年４月

から不透明な多重為替レートおよび１９８８年制定の「外国投資法」を廃止している。新法５）

では法人税の免税期間が３年から５年に延長などの投資優遇措置の改善がはかられてい

る。土地利用に関しても，最長５０年までの土地利用権が取得可能であり，さらに，２度にわ

たる１０年間の延長を認めるなど，外資導入の環境を整える。また，合弁投資を行う場合の

最低資本金についても，「外資が３５％以上を出資する」規制を廃止し，国内投資家と外国

投資家との合意により決定可能である。新外資法が成立したことで，外国からの直接投資

が増加するだけでなく，雇用の場も増えるという期待ができる。それがまた教育熱を高め，

教育投資を積極化させることにつながり，「良循環」が生じると，叶が指摘している６）。筆

者も叶と見解を一にする。つまり，新外資法の成立はミャンマー経済発展のポテンシャル

を一層高めたということができるであろう。

経済構造改革に伴い，天然資源分野，製品輸出分野への海外投資の増加により，国内総

生産（GDP）成長率が６．２％に上ったのである。
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７ 高橋直人氏は日本経済大学の教授である。
８ 「takaha４７０１０」で検索し，２０１２年１１月２２日からのミャンマー関連のブログで閲覧できる。
９ 葛野浩昭（１９９６）「観光旅行の諸類型―疑似体験としての観光旅行」山下晋司編『観光人類学』，新曜社，１２３－１３０頁を参考にした。
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Ⅲ ミャンマーの観光産業

１ 観光資源

ミャンマーの経済を語るときに，同国の観光産業を無視して語ることができない。その

理由として，高橋７）が以下（ブログを抜粋）８）のように指摘している。

「最初の一つは，ミャンマーの産業の発展には相当な時間がかかると予想されます。

その間に外貨を稼ぐ最右翼は観光業であると思われるからです。海外からの製造業の

進出はラッシュを迎えると思われますが，いかんせん，インフラの整備に時間がかか

ります。１０年単位で見なくてはいけないでしょう。また，もう片方の柱の農業も，２０

年単位での育成が必要でしょう。

２つ目は，ミャンマーの観光資源は相当大きいと思われるからです。今回訪れた商

都ヤンゴンと遺跡都市パガンだけでも十分に世界遺産に値すると思われますし，その

他にも，インレー湖や，落っこちそうで落ちない巨岩の上の寺院，等々，いくらでも

ありそうなのです。軍事政権時代には世界遺産登録をしても認可されない，というこ

とで，申請さえしていないのですから。

もちろん，観光業にも，インフラ整備は必要です。特に，宿泊施設の増設や空港の

整備，道路の整備は必須です。でも，観光客は自分の足を持っていますから，製造業

や農業のロジスティックよりも簡単にできると思われます。」

ミャンマーは自然資源，歴史人文景観，風俗民俗資源が豊富であり，観光資源に関して

言えば，筆者も高橋と見解を一にする。

ミャンマーの観光産業の可能性を考えるうえで，まず同国が潜在的に有する観光資源を

列挙し，整理する必要がある。観光は目的に合わせてさまざまに分類することができる。

以下にネルソン・グレーバーが示した観光の類型体系９）をミャンマーに当てはめて考察す

る。
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観光のタイプ 内 容 ミャンマーの事例

遺跡・ツーリズム 歴史的遺産、博物館、美術館
バガン遺跡群、マンダレー王宮、国立博
物館、シュエダゴンパゴダ

戦場・ツーリズム 戦場跡、慰霊祭
メッティラー、マンダレー、ザガイン、
日本人墓地

ショッピング・ツーリズム 宝石、ハンドメード、雑貨、漆
ボーチョッマーケット、マンダレーのゼ
ェチョーマーケット

援助・ツーリズム スタディー・ツアー 学校建設、パガン遺跡群修復

民族・ツーリズム
異民族との交流

正月、宗教関係の祭り

エスニック・ツーリズム 山岳民族、少数民族調査

エコ・ツーリズム 自然観察、自然研究 植林

スポーツ・ツーリズム ゴルフ、マリンスポーツ ダイビング、ゴルフ

出典：葛野（１９９６）「観光旅行の諸類型―疑似体験としての観光旅行」、１２３－１３０頁より作成

表３ ミャンマーにおける観光の類型体系

一般的にミャンマーの主要観光地は，最大の都市であるヤンゴン市（Yangon），ミャン

マーで第２の都市であるマンダレー（Mandalay），アジア三大仏教遺跡としてよく知られ，

約２０００塔以上のパゴダが点在するバガン遺跡群（Bagan），インレー湖（Inlay Lake）など

である（図１）。ツアーではどのツアーもバガン遺跡群がメインとして扱われている。ツ

アーには組み込まれていないが，エコ・ツーリズムも近年人気を集めている。ミャンマー

におけるエコ・ツーリズムの特徴として，虎や野生の象を自然のまま観察ができること，

象に乗って森の観察ができること，支流に沿って舟に乗り冒険できること，整理された田

畑，伝統的農業を視察できること，珍しい鳥などの研究観察ができること等が挙げられる。

現在，３３の国立公園，野生保護区，保護地が存在し，このうち，１５の地域が一般に開放され

ている。そこでは，バードウッチング，バタフライ・ツアー，蘭・ツアー，その他自然観

察・ツアーが体験できる。また，ミャンマーの最高峰へ登山する冒険・ツアー，第二次世

界大戦ビルマ戦線で亡くなった戦没者たちへの慰霊巡拝・ツアー等もある。

つまり，ミャンマーは「図１～７」のように観光地が全国的に点在しており，外国人観

光客を誘致する条件は完全に備えているということができる。

ところで，多民族国家であるミャンマーには「月に一度は祭りがある」と言われている

ほど，宗教や民族に関わる祭りが開催される。その祭りで，観光客はミャンマーの生きた

古い文化を実際に見ることできる。
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図１ ミャンマーの位置および主な観光地
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図７ グエサウンビーチ

写真提供：ミャンマーのホテル観光省

図６ パダウン族

写真提供：ミャンマーのホテル観光省

図５ イギリスの植民地時代に建設された建物

筆者撮影：２０１２年９月３日
図４ ネーピードーへ行く途中

筆者撮影：２０１２年９月３日

図３ 托鉢の風景

写真提供：ミャンマーのホテル観光省
図２ パガン遺跡群

写真提供：ミャンマーのホテル観光省
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１０ 電子ビザの申請は次のホームページから可能である。
https://www.myanmarevisa.gov.mm/
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２ 観光における行政の動向

１９４８年にイギリスから独立したミャンマーは，当時は，観光客は７２時間以内であればビ

ザ無しでミャンマー（当時はビルマ）に入国することが可能であり，トランジット・ビザ

では１０日間，観光ビザでは３９日間滞在することが可能であった。また，１９５５年にヤンゴン

国際空港が開港し，当時はロンドン，パリ，ローマ，アムステルダム，シンガポール，香

港，台北，東京，サンフランシスコと直接航空路で結ばれ，ミャンマーは旅行者にとって

は便利な観光地であった。

ところが１９６２年からの社会主義体制が始まると，１９６４年以降旅行業も全て国有化され

た。また，１９６２年から１９６４年までの間，政府は外国人に対するビザ発給を停止（２４時間滞

在のトランジット・ビザのみ許可された）したため，観光産業は停滞したのである。１９６９

年に３日間だけのビザの発給が再開され，１９７０年から７日間に延長されたため，観光客数

は１９７０年に１０，０００人，１９８０年には２７，２７８人にまで増加した。

ところで，ミャンマー経済が長年困難であった要因の一つとして，外貨不足がある。そ

れを補う最も効果的な方法の一つは，外国人観光客を迎え入れることであると考えること

ができる。それによって，外貨を国外に流出させることなく外貨を増やす最良の方法とし

ても効果的である。そのため，政府は，外貨獲得手段である観光産業を農業とならぶ主要

産業として捉え，観光開発に力を入れたのである。

１９８８年後半以降，軍事政権となってから，ホテル建設に民間及び外国資本の参入が認め

られ，ビザの期間も１４日間に延長された。また，１９９０年６月以降，通訳案内業等に関する

民間事業者の参入が可能となり，１９９２年９月にホテル観光省が設立され，組織的に観光産

業の促進を行うこととなった。また，１９９６年１１月に１年間を観光年（Visit Myanmar Year）

と定め，１９９３年１２月に観光ビザを２週間から２８日間に延長，さらに煩雑であったビザ取得

の手続きを簡素化し，在外公館に２４時間のビザ発給体制をとるように指示を出した。

前述したように，現政権になって観光客の増加により２０１２年４月１日から，電子ビザ申

請１０）のシステムが採用されている。また，同年６月１日より，ミャンマーでアライバルビ

ザ（Visa on Arrival）の発給が日本を含む２６ヵ国・地域の国籍者を対象に開始され，さら

に２０１３年の２月には２２ヵ国・地域が追加されている。また，近年の旅客の急増により，今

後数年で現在のヤンゴン国際空港１つでは対応できなくなる可能性があるため，ヤンゴン

から北約８０㎞にあるバゴー市にハンターワディ新国際空港を２０１３年から３年間かけて建設

する計画を立てている。
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３ 訪問者数の推移

ミャンマーを訪れる海外からの観光客動向について検討してみる。「表４」は，２００３年か

ら２０１２年までにミャンマーを訪れた外国人の統計である。そこからも明らかなように，ミ

ャンマーを訪れる外国人の数は２０１２年には１００万人に達し，うち約４７万人は陸路で入国し

ている。大半は主要商業都市ヤンゴンに向かうビジネス客であり，ヤンゴン国際空港には

１日に平均２３００人が降り立っている。旅客の地域別に見ると，「表５」のとおり，アジア

（３８０，４０４人）からの旅客が多く，次いで西欧（１３０，２９６人），北米（４４，０７４人）の順であ

る。国や地域別にみると，一番多い旅客はタイ（９４，３４２人），二番目は中国（７０，８０５人），

三番目は日本（４７，６９０人）となっており，アジアの地域が半数以上を占めている。タイと

中国からの旅客が最も多い理由としては次の三つが考えられる。第一は，隣国で距離的に

近いこと，第二は，長い交流の歴史的関係があったこと，第三は，ミャンマーの最大の貿

易相手国であることである。

一方，４番目に多いアメリカ（３７，５８９人）からの旅客について考察すると，アメリカに移

住している元ミャンマー国籍のアメリカ人ではないかと推測できる。ミャンマーは前述の

ごとく，１９８８年国軍のクーデターにより軍事政権が樹立され，軍事政権の弾圧から逃れる

ため，人々が隣国に避難した。タイに避難した難民たちが，１９９０年後半以降アメリカ，オ

ーストラリア，スウェーデンなどの北欧諸国に移住するようになった（八木沢［２００９］）。

最大の第三国定住先はアメリカであり，同国は２００５年，タイのキャンプへ逃れたカレン族

難民のための制限のない第三国定住計画を申し出ている。次はオーストラリア，カナダ，

フィンランド，イギリス，アイルランド，オランダ，ノルウェー，ニュージーランド，ス

ウェーデンなどがミャンマー難民の第三国定住を受け入れている。ところが，２０１１年に民

政移管を果たしたことから，初代大統領のテインセインは難民化したミャンマー人に帰国

を呼びかけており，多くのミャンマー難民が居住しているアメリカから，これに呼応して

帰還する動きがあることと推察できる。詳細については今後さらに調査を進めていく必要

がある。

２００４年度には２３万人であった旅客数は，２００７年－２００８年には一時的に減少に転じた主な

理由としては，２００７年の観光シーズン（１０月～２月）を前にした９月下旬の僧侶によるデ

モ問題，２００８年のサイクロン・ナルギスおよびバンコク空港のデモ隊占拠事件などが考え

られる。観光産業は何よりも平和産業であるため，その影響が翌年まで及んだものと思わ

れる。
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１１ 中国との国境（６ヵ所のチェックポイント），タイとの国境（４ヵ所のチェックポイント）の他，少数ではあるが，ラオス，インド，バングラデシ
ュ国境からも入国することが可能である。
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旅行形態については，４２％が個人旅行客，２３％が団体旅行，２０％がビジネス客，１５％がその

他，となっている。属性については，男性は６２％，女性は３８％のシェアを占めている。さ

らに年齢別をみると，２０歳代以下は４％，２０～５０歳代は５６％，５０歳代以上は４０％である。観

光者の観光目的は，単なる観光やバカンスだけでなく，宗教，グルメ，ギャンブル，クル

ーズ，探検，修学・研修，ビジネス，会議，研究・調査などと千差万別である（河村［２０００

年］，１１４頁）。ビジネス，会議，研究・調査などは，一見すると観光目的には含まれないよ

うに思われる。しかし，ビジネス客が空いた時間に観光に出かけることは自然なことであ

るため，一般の観光と区別することが困難であろう。

観光シーズンについては，季節的にみると，ミャンマーを訪れる観光客は，乾期である

１０月から３月にかけて多く，１１月から２月にハイシーズンを迎える。ミャンマーを訪れる

日本人は第３位，日本語ガイドの数は第２位を占めている。在日ミャンマー大使館による

と，ビザ申請者が急激に増加し，２０１１年は１日約１３０人であったのが，現在（２０１３年１月）

では約３３０人に上る。それは，ミャンマー観光復興にとって大きな要素となっており，観

光産業における日本語の必要性は高いと考察できる。全体から見れば，観光の場において

一番必要とされている外国語は英語であるが，同国での外国語学習は英語の次に日本語と

いう人気ぶりを背景に，今後も日本語ガイドの対応についてもレベルが高まることも期待

できる。

（単位：人）

２００３年 ２００４年 ２００５年 ２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

ヤンゴン １９８，４３５ ２３６，３７０ ２２７，３００ ２５７，５９４ ２４２，５３５ １８７，７６６ ２３４，４１７ ２９７，２４６ ３６４，７４３ ５５９，６１０

マンダレー・パガン ７，１７５ ５，５６８ ４，９１８ ５，９２０ ５，５４１ ５，５５３ ８，８６１ １３，４４２ ２０，９１２ ３２，５２１

ネーピードー ５，５２１ １，２５０

国境 ３９１，４０５ ４１４，９７２ ４２７，９８８ ３６６，５４７ ４６８，３５８ ５３７，９１１ ５１９，２６９ ４８０，８１７ ４２５，１９３ ４６５，６１４

合計 ５９７，０１５ ６５６，９１０ ６６０，２０６ ６３０，０６１ ７１６，４３４ ７３１，２３０ ７６２，５４７ ７９１，５０５ ８１６，３６９１，０５８，９９５

出典：Ministry of Hotels & Tourism、Myanmar Tourism Statistics 2008−2012
注：１）ネーピードーの国際空港は２０１１年に開港

２）ミャンマーへは空路および３ヵ所の国境から入国することが可能１１）。

表４ ミャンマーへの入国旅客の推移
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国 名 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

アジア

タイ ２７，３１１ ４３，２５４ ５９，６９２ ６１，６９６ ９４，３４２

中国 ３０，７９２ ３６，３４１ ４６，１４１ ６２，０１８ ７０，８０５

日本 １０，８８１ １３，８０９ １６，１８６ ２１，３２１ ４７，６９０

韓国 １２，３６９ １２，５０８ １８，９３０ ２２，５２４ ３４，８０５

マレーシア ８，２６８ ９，６６８ １６，１８６ ２３，２８７ ３０，４９９

シンガポール ８，５９９ １０，７１２ １２，１１４ １５，３９１ ２６，２９６

台湾 １１，４７２ １２，２７６ １４，１７０ １５，５４２ ２２，０６０

インド ７，１７３ ８，６０９ ９，８４９ １２，３１８ １６，８６８

香港 ２，４１０ ２，７４７ ３，０８１ ３，８２０ ４，８２６

バングラデシュ １，００１ １，２１２ １，４４１ １，９８８ １，７３７

その他 ８，００３ ９，９９７ １４，６６４ １９，７８７ ３０，４７６

小計 １２８，２７９ １６１，１３３ ２１２，４５４ ２５９，６９２ ３８０，４０４

西欧

フランス ８，２１７ １０，４５８ １３，１４３ １９，４１４ ３０，０６４

イギリス ５，３９７ ６，１７１ ７，３４０ １１，０５６ ２４，２９６

ドイツ ８，９４７ ９，６０８ １１，０８２ １４，００６ ２３，０６３

イタリア ３，０３０ ５，９７５ ７，１６９ ９，７１０ １０，８３０

スイス ２，４８２ ３，２２９ ４，１６８ ５，５４５ ８，０３４

スペイン ２，５８８ ４，４８１ ５，８１２ ６，６５９ ６，６８８

ベルギー １，３８６ １，８４８ ２，４１１ ３，３７６ ４，６２７

オーストリア １，２１２ １，４４７ １，８９６ １，９６４ ３，４８９

その他 ３，８９７ ５，３１０ ６，７９６ ９，１６５ １９，２０５

小計 ３７，１５６ ４８，５２７ ５９，８１７ ８０，８９５ １３０，２９６

北米

アメリカ １３，１９５ １５，０５３ １６，５０４ ２１，６８０ ３７，５８９

カナダ ２，０３４ ２，３８７ ２，４０７ ３，６８５ ６，４８５

小計 １５，２２９ １７，４４０ １８，９１１ ２５，３６５ ４４，０７４

オーシニア

オーストラリア ５，３７４ ７，１６３ ７，６９３ １０，４１５ １８，２６１

ニュージランド ６９１ ８３０ ９９３ １，１８８ ２，３４２

その他 １４ １２ ９ １９ ４７

小計 ６，０７９ ８，００５ ８，６９５ １１，６２２ ２０，６５０

東欧
ロシア １，７２６ ２，０７０ ２，７５７ ３，４９６ ３，７４９

その他 ２，００３ ２，５５３ ３，３６１ ４，１２６ ５，３２８

小計 ３，７２９ ４，６２３ ６，１１８ ７，６２２ ２９，７２７

中東 １，３７９ １，５６４ ２，２０８ ２，６０７ ３，７４７

他のアメリカ ９２９ １，２２２ １，６６９ ２，３８０ ３，５３５

アフリカ ５３９ ７６４ ８１６ ９９３ １，５９８

合計 １９３，３１９ ２４３，２７８ ３１０，６８８ ３９１，１７６ ６１４，０３１

出典：Ministry of Hotels & Tourism、Myanmar Tourism Statistics 2008−2012

表５ ミャンマーへの入国旅客数（空路のみ）
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Ⅳ 観光産業の経済効果および問題点

１ 観光産業の経済効果

次にミャンマーにおける観光産業の経済効果について考察してみる。「表７」は観光の

収益をまとめたものである。ホテル観光省の統計資料によると，入国した外国人は，ビザ

の期間が２８日間であるのに対して，平均７日間滞在し，１日当たり平均１３５米ドル（宿泊施

設の料金を除く）を消費する。観光産業における収益としては，２０１１年では３億１９００万米

ドルであったものが，翌年度においては，５億３４００万米ドルに増加している。このような外

国人旅客の急増に伴い観光収入は飛躍的に増大しており，観光産業が成長産業であること

がこの表からもうかがうことができる。

さらに，ミャンマーにおける外国人旅客の量的拡大は，宿泊施設および航空直行便の増

加からもみることができる。２０１１年に２５，００２であった部屋数は，２０１２年には２８，２９１に，２０１２

年９月に一週間に１５便であった直行便が現在においては，２２便にそれぞれ増加している。

今後も増える可能性が高いと思われる。それは，観光産業は独立した産業でなく，運輸

（transportation），宿泊（accommodation），飲食（meal），売買（shopping），娯楽・レジャ

ー（leisure）などと多岐にわたる産業であるため，ミャンマーにおける観光産業が成長す

ることはそれらの産業の成長にもつながっているという意味を有する。

（単位：人）

言 語 ２００５年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

英語 ２，７３３ ２，５９８ １，９３１ ２，０５８

日本語 ５５８ ４８４ ３４３ ３５０

フランス語 ２２０ ２８０ ２３１ ２４６

ドイツ語 １８１ ２３５ ２１９ ２３０

中国語 ２０８ １７１ １２５ １３９

タイ語 １１０ １０８ １０６ １０８

スペイン語 － １０１ １０６ １１０

イタリア語 ３５ ４４ ４３ ４８

ロシア語 － ３６ ３５ ４０

韓国語 １２ ２０ ２１ ２４

合 計 ４，０５７ ４，０７７ ３，１６０ ３，３５３

出典：Ministry of Hotels & Tourism、Myanmar Tourism Statistics 2008−2012
注意：“―” 原資料に記載なし”

表６ 観光客ガイド数（Linced Tour Guides）
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（単位：米ドル）

２００６年 ２００７年 ２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

収益 １億６４００万 １億８２００万 １億６５００万 １億９６００万 ２億５４００万 ３億１９００万 ５億３４００万

一日使用金額（※） ９４ ９８ ９５ ９５ １０２ １２０ １３５

平均滞在日数 ７．０ ７．５ ９．０ ８．５ ８．０ ８．０ ７．０

出典：Ministry of Hotels & Tourism、Myanmar Tourism Statistics 2008−2012
注（※）：宿泊施設の料金を除く。

２００８年 ２００９年 ２０１０年 ２０１１年 ２０１２年

ガイド数（人） ４，７００ ４，７６６ ４，０７７ ３，１６０ ３，３５３

旅行会社数 ７０９ ７２３ ６５８ ７５９ １，０２６

宿泊施設

ホテル・モテル・

ゲストハウス
６２１ ６２２ ６９１ ７３１ ７８７

部屋数 ２０，３５７ ２０，３８８ ２３，４５４ ２５，００２ ２８，２９１

出典：Ministry of Hotels & Tourism、Myanmar Tourism Statistics 2008−2012

表７ 観光分野による収益の推移

表８ ガイド・旅行会社・宿泊施設に関するデータ

２ ミャンマー観光における問題点

観光産業に対する楽観論がある一方で，長年の経済制裁等により様々な問題が残ってい

る。電力供給網などのインフラが未整備であるため，頻繁に停電が発生し，国民生活や経

済活動に大きな影響を与えている。

近年 ICT（Information Communication Technology）によって，消費者が旅行情報を探し，

旅行商品を購入する方法等が劇的に変化している。膨大な情報とマーケティングの意思決

定とを有機的に結び付ける経営情報システム（MIS:Management Information System）が観

光業界でも重要視され始めている。観光産業の ICT利用はこれからも広く普及すると思

われる。しかし，ミャンマーおいて通信インフラの整備が遅れており，固定電話，携帯電

話，インターネットの普及率は，２０１１年時点でそれぞれ３％，５％，０．３％と，著しく低い水

準に留まっており，それとともに，回線の容量，通信の品質においても大きな問題がある。

それに加えて２０１１年１１月より，海外企業の視察増加と観光ハイシーズンの到来が重な

り，外国人入国者数が欧米を中心に増加し，ホテル宿泊費は前年度より３倍以上も急騰し

ている。政府が料金制限（１泊上限１５０ドル）の通達を出すほどに過熱している。また，

国内のホテルスタッフの募集率が以前と比較して５０％増加しており，高い資質を持つホテ

ルスタッフが不足している。さらに，国内航空（現在７社の航空会社），バス，トラム，

電車，地下鉄，といった交通手段が十分でないため，ホテルから観光地，観光地から観光

地といった移動の際の選択肢が限られており，事前の予約や準備が不可欠な状況にある。

しかし，それらの問題がある分野が，将来的に発展可能性がある分野として考えること
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もできる。

３ 外国人観光客誘致のための方向性

外国人を増加させるにはどのようにすればよいか，特にイギリス人および日本人につい

て検討する。まず，イギリス人観光客を誘致するためには，ミャンマー政府は，イギリス

植民地時代の建築物の保存といった，イギリス人にとっての歴史遺産の保護に力を入れる

べきである。そうすることによって，イギリス人を呼び込むだけでなく，ミャンマー人の

歴史教育のためにも役に立つと考えられる。

次に日本人観光客を誘致するためについて検討する。北川は日本人の海外旅行者の特徴

を次のようにまとめている（北川［１９９６］，１７－１８頁）。①若い女性が多いこと，②ハネム

ーンが多いこと，③他国の旅行者と比べて滞在日数が短いこと，④１か所に長く留まらず，

いろいろなところを見てまわること，⑤パッケージツアーの利用が多いこと，⑥一流ホテ

ルの利用が多いこと，⑦みやげ品の購入数量と金額が多いこと，である。

ところが，現在，ミャンマーを訪問する日本人旅客者は，ビジネス渡航が中心であり，

観光の場合は遺族や戦友の慰霊祭のためにミャンマーに訪れることから熟年層の比率が高

い。ミャンマー観光の費用が高い，ビザ発行の手続きが煩雑，宣伝不足等のことから若者

はミャンマーを訪れないのは明らかである。日本人観光客を誘致するためには，日本から

手ごろな価格で直通便を運行し，若者に適する「買物」，「食べ歩き」，「ゴルフ」などのコ

ースといったレジャー産業の造成をすべきである。ミャンマーは豊かな自然や伝統文化等

の優れた観光資源を誇るが，いちばんの観光資源は，親切で温かいおもてなしの心を持つ

ミャンマー人との出会いや交流であろう。仏教の信仰が浸透しているミャンマー社会で

は，因果応報の業の論理に基づいての故か，国民はホスピタリティー精神にあふれている。

日本人若者の観光誘致においては，日本の修学旅行やスタディー・ツアーの導入も重要な

方策の一つであると考えられる。修学旅行やスタディー・ツアーは価格の制限によって，

利益は少ないが，同国にとっては，経済利益より，ミャンマーの若者と日本の青少年との

交流の方がより重要とあると考えられる。そうすることによって，彼らが大人になった後，

将来の観光市場にも基礎を作ると思われる。
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Ⅴ おわりに

観光産業は，外貨を獲得するという意味で輸出産業と考えられ，また，経済浮揚に即効

性のある産業であることは，現政権も十分認識している。そのため，２０１３年６月には世界

経済フォーラム（WEF）東アジア会議が，同年１２月には東南アジア競技大会（SEA Games）

がミャンマーで開催される。また，２０１４年には ASEANの議長国に就任することも決まっ

ている。こうした一連の国際日程をステップに堅実な経済成長を目指している。SEA

Gamesでは，１１か国から，約５，０００人のアスリートが集合するため，ミャンマーを訪れる

観光客が２００万人に達するだろうと予想されている。外国人の受け入れ促進として，ホテ

ルの増設，VISAカードとマスターカードによる ATMでの現地通貨の引出を SEA Games

までには可能とするための準備を進めている。

テインセイン大統領が去年の６月１９日の演説で，「２０１１／１２～２０１５／１６年度までの５カ

年計画において，GDPを年率７．７％の経済成長を見込み，一人当たり GDPを３倍にする

ことを目標とする」と，述べている。今後の急速な経済成長に伴い，人口増加，エネルギ

ー，交通渋滞，大気・水質・土壌汚染，産業廃棄物，上下水道などといった諸問題への対

応が必要になってくるであろう。

観光産業は国民の生活にかかわるほとんどの分野である電力，道路，空港，通信に関わ

り合いを持ち，波及効果がある。そのため，それらの観光産業が成長することはこれらの

分野が成長することであり，現地において雇用創出および貧困削減，生活向上にもつなが

るということができる。

ミャンマーの観光産業は開発途上にあり，潜在的な観光資源が多く残されている。また，

前述したように，観光産業は宿泊施設，飲食店，航空輸送，自動車レンタル，旅行業，小

売業サービス等いくつかの種類にまたがっている産業の複合体であるため，それらの分野

における投資を考えれば，この好調振りは今後も持続するものと期待できる。
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